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「いつまでも 安全安心 いきいきと」した 岡崎のまちづくり

引き続き「岡崎に住んで 本当に良かった」と思って頂けるように取組みます！！

まちづくり
３政策

すこやかな
発展を続ける

おだやかな
暮らしを守る

のびやかな
人生を歩める

一般質問に登壇し市政に提言

公共施設等総合管理計画におけるプール施設について

児童・生徒の安全確保、教育の質向上なども考慮し、公共施設マネジメントの再構築を段階的に取組む

複数の公共施設に係るため、３段階で提言を進める。
第１段階：学校プールの段階的集約化
第２段階：交通手段の確保
第３段階：プール跡地の利活用

■提言の進め方

＜質問した経緯＞
●公共施設マネジメントの課題、老朽化ピークと財政制約のギャップが拡大し、更新を前提とした運営は破綻リスク
が高まっている。合意形成の遅れにより再編が進まず、緊急補修に追われ計画的な再編が困難となる懸念がある。
●水泳授業に関する施設面の課題、従来は競技視点の議論が中心で、授業施設としての検証が不足していた。水
泳は命を守る教育として重要であり、民間活用や既存施設の改修を含め、将来方針の早期整理が必要である。 
提案は、学校プールの集約化と民間活用、跡地の子どもの居場所化を柱とした公共施設マネジメントの再構築

■小中学校プールの現況と全体計画の検討
文部科学省が示す「補助事業等により取得した財産の
処分制限期間（30年）」を超える施設は 73％ に達
している。

●小中学校62校（民間委託5校を除く）を対象に、
・10年間：約40億円
・30年間：約120億円
・50年間：約198億円 
以上の工事費が必要と試算される。

国・県の動向、他自治体の取組、市内既存プールや
民間事業者の状況を踏まえ、児童生徒の教育環境を
確保するため、効率的・効果的な計画を検討する。
■げんき館プールを活用した集約化の検証
PFI事業終了後のタイミングを捉え、健康増進施設とし
ての位置づけを整理し、スポーツ・教育施設としての機
能を担えるかを検証することは、集約化のモデルケー
スとして非常に有意義である。

■市内小中学校プールと岡崎げんき館の現況

今回は第１段階の
視点で質問・提言



高校生世代への通院医療助成の拡大

将来にわたり持続可能で、安心できる制度として理解

防災気象情報が変わりました（5/28～）

・現高校1・2年生（約8,000人）には、11月頃に交付申
請書を郵送（電子申請導入予定）。

 ・中学3年生は申請不要。
 ・令和9年3月に受給者証を交付予定。

■申請手続き

過去の市政レポートについては、
下記ドメインまたはＱＲコードを読みこんでいただき
内容のご確認をお願い致します。

編

集

後

記 「鈴木  ひでき」検索
でも見れます！！

http://www.giin-dnwu.com/suzuki_hideki/
＜ホームページのドメイン＞

＜過去の掲載内容＞
・過去の一般質問の想い
・本市の財政状況
・年度毎の主な施策

市政の
話題満載！

＜ＱＲコード＞

気象情報に注視し、“勇気”を持って命を守る行動を！！

くらしの相談の取組紹介 皆さんの声を実現します！

仲間の県議との連携により、迅速に課題解決を図る！！

樹木伐採による歩道の安全確保について

■変更理由と概要
防災気象情報が複雑で分かりにくく、避難行動に
つながりにくかったため、体系を整理し名称を統一。

トピックス

岡崎市民病院の料金条例の制定・改正について
■アジア・アジパラ競技大会関連 ■硬膜外麻酔分べん（無痛分べん）関連

国際基準での経験により本市の医療体制の更なる向上と妊婦が安心して出産に臨む環境整備に期待！

【概要】
大会指定病院として、参加者（選手・各国選手団・国際
国内協議連盟の審判、技術役員等）への診療に特例料
金（通常の2～3倍）を設定。
言語サービス等の受入体制を整備。

【概要】
新たに無痛分娩を開始するため、必要な費用を料金として
設定。
従来はハイリスク妊婦を対象に実施していたが、今後は多様
なニーズに対応し、妊婦の不安軽減と選択肢拡大を図る。

（岡崎市関連HP）⇒

Before After

くらしの相談！

現地確認後、県道かつ市境で
あったため、山口県議(岡崎)、
藤原県議(西尾)と連携し、樹
木伐採を要請し歩道の安全を
確保する

■概要と経緯
他市の状況や国の統計資料を精査し、年間約2.3億円と
試算。また、令和９年度のこども医療費は22.4～22.8億
円とも試算。この結果、コロナ以後の本市のこども医療費と
概ね同規模の額となり、人口動態等を踏まえても過度な財
政負担にはつながらないと判断し、制度導入に至る。
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